









































EU司法裁判所はフランス知的財産法典 L 123-7 条が追及権指令に反して
いるとはいえないと判断したが、同規定については、フランス憲法との整合
性についても議論がある。フランス知的財産法典 L 123-7 条の趣旨の理解に
資すると考えられるので、2012 年の憲法判断⑶ではあるが、以下、概略を
⑴　ダリ事件法務官意見（Opinion of Advocate General Sharpston）para. 1 参照。
⑵　Frédéric Pollaud-Dulian, Le Droit d’Auteur, 2ème éd., Economica, 2014, p. 912（こ




constitutionnel.fr）から憲法院の判断（Décision n̊2012-276 QPC du 28 septembre 
2012）及び関連文書を入手可能である（2017 年 5 月 8 日最終アクセス）。
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紹介したい。
2名の著作者から遺贈（le legs universel）を受けた財団（La foundation 
Hans Hartung et Anna Eva Bergman）は、それら 2名の著作者の美術作品
の販売に際しての追及権にかかる金銭の支払いがなされなかったことに対
し、 著 作 権 管 理 団 体 ADAGP（la société des Auteurs dans les arts 
graphiques et plastiques）を相手取って訴訟を提起した。著作権管理団体
ADAGPは、フランス知的財産法典 L 123-7 条の規定の解釈として、受遺者
には追及権にかかる金銭の支払いを行うことはできないと主張したため、財
団（La foundation Hans Hartung et Anna Eva Bergman〔以下、申立人財









































れる⑷。フランス知的財産法典 L 123-7 条の定めるような著作者死後の追及
権の承継者から受遺者を除外する定めが、法定相続人の有する遺留分の制度
の定めに類似するのであれば、追及権者の承継人から受遺者が排除されるか







































2．ベルヌ条約 14 条の 3の解釈
そして、EU司法裁判所の解釈に従って、フランス
4 4 4 4
における「法の抵触の
解決のためのあらゆる関連ルール」を検討するにあたり、パリ大審裁判所は、
まず、ベルヌ条約 14 条の 3に触れる。ベルヌ条約 14 条の 3第 1項は、前述
のように「美術の著作物の原作品並びに作家及び作曲家の原稿については、
その著作者（その死後においては、国内法令が資格を与える人又は団体





については、3通りの解釈が存在する。すなわち、①ベルヌ条約 14 条の 3
第 1項は抵触規則であり、「著作者の本国法」を指定しているとする考え方（第
1説）、②ベルヌ条約 14 条の 3 第 1 項は抵触規則であり、「保護が求められ
る国の法」を指定しているとする考え方（第 2説）、③ベルヌ条約 14 条の 3
第 1項は抵触規則ではなく、単に、誰が著作者死後の追及権の享有者になる
かの問題を「ベルヌ条約自体は規律しない」ことを述べているにすぎないと
⑼　Tribunal de grande instance de paris, 3ème chambre, N° RG :10/11342, Jugement 
rendu le 8 juillet 2011, p. 9 ; Ashley Cukier, “Dalí Gives Greater Clarity to the Resale 
Directive,”〔2013〕EIPR 658, esp., pp. 663 et s.
























⑾　Tristan Azzi, « La loi applicable à la dévolution successorale du droit de suite （à 
propos de l’affaire Dalí », Propriétés intellectuelles, juillet 2012, N° 44, pp. 288-294, 
esp., p. 290. 
⑿　Ibid, pp. 290-291.
⒀　的場・前掲注⑽、特に pp. 79-80。


























intellectuelles, juillet 2012, N° 44, pp. 389 et s., esp., p. 404. 
⒂　Ibid.






















⒄　CA Paris, 1rech., 28 avr. 1998: RIDA oct. 1998, p.263.
⒅　Dominique Bureau et Horatia Muir Watt, Droit international privé, TomeⅠ, Partie 
générale, 3e édition mise à jour, PUF, 2014, pp. 577 et s.　特に、「動産」の相続の準
拠法決定に際しては反致が認められていると指摘するのは、Pierre Mayer et Vincent 
Heuzé, Droit international privé, 11e édition, 2014, p. 596（ただし、相続の統一性を害
さない場合に限られるかどうかについては議論がある）。
⒆　See, Lagarde, in Bergquist et al., EU Regulation on Succession and Wills: 















追及権の遺贈はフランスの 1920 年法では認められており、1957 年法で禁止
されたにすぎない以上、社会組織の維持（la sauvegarde de l’organisation 











23　フランス知的財産法典L 123-7 条については、「評判が悪い（très largement décrié）」
と指摘される。V., L. Marino, « le cercle étroit des bénéficiaires du droit de suite post 





















24　Lucas, supra note 14, esp., p. 404.
25　Convention on the Law Applicable to Succession to the Estates of Deceased 

































として、ダリ事件との関係では、特に 15 条と 18 条とが注目される。同条約



















もしフランス知的財産法典 L 123-7 条の定めが、ハーグ準拠法条約 15 条
の規定における「特定の種類の財産」に関する所在地法上の「特別の相続制
30　原優・前掲注25、特に 49 頁（「仮訳」）。
31　Donovan W. M. Waters, Explanatory Report on Convention on the Law applicable 
to Succession to the Estates of Deceased Persons, esp., para. 113.
32　Eugene F. Scoles, “The Hague Convention on Succession,” 42 Am. J. Comp. L. 85, 
esp. p. 111 （1994）.











































法では「相続」の問題とは性質づけられないと紹介されてきた。Lagarde, supra note 
19, p. 28.
37　Lagarde, supra note 19, pp. 26-27.
38　ハーグ相続準拠法条約よりも、さらにこの単一の準拠法による規律（the principle 
of the unity of the law applicable to succession）を重視していると指摘される。See, 





40　Lagarde, supra note 19, p. 29.
















ると考えられる（21 条 1 項）。ダリの死亡時にスペインよりも明らかに密接








successions, 2e édition, Bruylant, 2016, p. 512.
42　本稿Ⅵの 1参照。
43　EU相続規則 30 条。





































財産法典 L 123-7 条の適用との関係で、国際相続における権利の移転・帰属
の問題について考察を行ってきた。
フランス知的財産法典 L 123-7 条について明らかになったのは、第一に、
同条は追及権指令と矛盾してはいない、ということであり、第二に、遺留分
制度の存在が「法の下の平等」に違反していないといえるのと同様の理由で、
憲法院によって、フランス知的財産法典 L 123-7 条の違憲性は否定されたと
いうことであり、第三に、しかしながら、同条がフランスの「国際公序」の
内容を構成すること（相続の問題について、同条と矛盾する帰結をもたらす
準拠外国法の適用を排除すること）は、パリ大審裁判所によって否定された
ということである。その結果、パリ大審裁判所は、フランス知的財産法典
L123-7 条の存在にかかわらず、フランス国際私法の解釈として、著作者死
後の追及権の帰属の問題に相続準拠法が適用されることを明らかにした。
本稿での検討は、「追及権」という少々特殊な権利を中心に行われたが、
権利の存否・内容について比較法的に見たときに法域ごとに多様性があるだ
けに、かえって、国際相続という状況における権利の移転・（承継）帰属に
ついて、国際私法上の問題が顕著に現れる場合であったといえよう。本稿で
の考察をさらに深めつつ、「著作者の権利」のうちの「著作者人格権」や「（財
EUにおける国際相続と著作者の権利の移転（下）（的場） 71
産権としての）著作権一般」についての著作者死後（国際的相続の場面で）
の規律の問題の検討は、今後の課題としたい。
